
 次に行きます。 

 にいはま営業本部についてです。 

 本年４月に新設し、古川市長自ら

が本部長に就任し、13名の人員で構

成するにいはま営業本部は、本年度

の成果目標額を12億円と置いて現在

活動中であります。 

 新居浜市のものづくり技術の売り

込みと市産品の流通、販売の促進、

企業立地と誘客促進を目指し、市長

のトップセールスをベースに、部局

を横断した職員構成により、効果的

な策を打ち出し、推進中でありま

す。 

 これまでにない新居浜市のアピー

ル手法としてマスコミにも取り上げ

られ、活動の多くが市民にも伝わ

り、良好な結果を上げつつあると言

えます。このような状況下におい

て、各取組内容の進捗状況、実施内

容及び課題についてお伺いします。 

 まず、成果目標額の大半を占める

ふるさと納税寄附額の取組でありま

すが、昨年実績の約４億7,000万円

に対し、令和７年度は７億円の目標

額となっています。この達成に向け

て営業本部では、成果を上げている

自治体の事例を参考に、返礼品の写

真や説明文を工夫するほか、新たな

返礼品の掘り起こしに取り組むとし

ています。 

 まず、この取組の具体的な実施内

容はどのようか、また、これまでの

成果はどのようか、お伺いします。 

 さらに、これ以外の対策があるの

かについてお伺いします。 

 ふるさと納税の取組として、例え

ば感謝の手紙や、動画や情報誌の配

布なども効果があると報じられてお

り、またこのほか、寄附者の返礼品

に対するアンケートの分析なども実

施された例があり、返礼品の評価が

高いのか、地元への愛着があり寄附

を行っているのかで対応の仕方が異

なるとの報告もあります。いずれに

しても、各自治体が知恵を絞り増額

に懸命になっていることから、安易

な対応では継続的に目標を達成する

ことは困難です。本年度だけでな

く、これからの取組方法について、

営業本部の方針と課題をお伺いしま

す。 

 次に、ものづくりブランド事業に

おける受注についてお伺いします。 

 昨年度の売上 げ実績約３億

9,000万円に対し、令和７年度は４

億5,000万円を超える受注額を目指

していますが、他の取組項目に比べ

て、やや目標額が抑え込まれていま

すが、いかがですか。特に、本事業

は市長のトップセールス成果が最も

反映するものであり、実際に市長は

技術展や展示会に積極的に参加し、

市内企業のブースに入り商談にも参

加しているとお聞きします。 

 自治体のトップセールスとは、国

や地方自治体の代表が、国や地方の

産物、産業を他の国や地方へ自ら宣

伝マンとして売り込むことであり、

トップの意向や情熱を伝えることで

顧客からの信頼を得やすくなり、ま

た社員のモチベーション向上につな

がるメリットがある一方で、顧客目

線の対応が難しく、相手の課題解決

につながらないというデメリットも

あります。売り込む商品やサービス

をどこまで理解し、開発プロセスや

成功要因をどこまで営業に反映でき

るかという懸念もあります。 

 市長はこれまでのトップセールス

を通じてどのような手応えを感じら

れているのか、お伺いします。 

 また、トップがいつまでもセール

スマンとして働いていては、組織成



長にはつながりません。スタッフに

任せられる仕組みづくりをし、人材

育成にシフトし、戦略的な役割に集

中すべきです。単に技術展や展示会

に参加するだけでは、継続的に目標

額の達成は難しいと思いますが、ど

のようにお考えですか。 

 一方、ものづくりブランドとして

重要なことは売れる技術を持つこと

であり、このためには新技術や新製

品の開発が重要であり、このための

技術革新を起こさせる仕組みが重要

です。 

 新居浜市の開発への支援はどのよ

うに進められているのか、また、今

後支援の仕組みを強化することがあ

るのか、お伺いします。 

 次に、企業版ふるさと納税につい

てですが、昨年度の実績600万円余

りから3,000万円に、約５倍の目標

額を設定していますが、達成の見通

しと実施している対策はどのよう

か、また、今後の見通しや課題をど

のようにお考えか、お伺いします。 

 これまでの初年度における営業本

部の活動を、さらに次年度に拡大

し、展開していくために、令和７年

度の終盤に向け、当初の目標額の達

成を期待していますが、いかがです

か。 

 また、これまでの実績から、来年

度に向けてのもくろみなどあれば、

お聞かせください。 

○議長（田窪秀道） 答弁を求めま

す。加地企画部長。 

○企画部長（加地和弘）（登壇） 

にいはま営業本部についてお答えい

たします。 

 企業版ふるさと納税についてでご

ざいます。 

 目標額達成の見通しにつきまして

は、令和７年11月末現在の寄附額が

1,740万円となっており、加えて複

数の申出もいただいていることか

ら、達成に向けておおむね順調に進

捗していると考えております。 

 目標額達成のための対策といたし

ましては、制度に関心を持つ企業へ

の適切なアプローチや、寄附の動機

づけにつながるメリット等の効果的

な発信が必要との考えの下、にいは

ま営業本部の人的ネットワークを通

じた企業への効果的なアプローチに

取り組んでいるほか、民間企業との

連携により、新たな情報発信素材の

作成や営業展開に取り組んでおりま

す。 

 現状の課題といたしましては、今

年度の寄附件数18件のうち、半数が

大阪・関西万博ＰＲ推進事業への寄

附となっていることから、企業にと

って魅力を感じていただける新たな

寄附対象となる事業が少ないことが

課題であると捉えており、今後にお

きましても、本市独自の営業ツール

の作成と併せ、戦略的な寄附対象事

業の絞り込みや営業先企業の選定等

を図り、企業版ふるさと納税のさら

なる活用を推進し、安定した財源確

保に取り組んでまいります。 

○議長（田窪秀道） 藤田経済部

長。 

○経済部長（藤田清純）（登壇） 

ふるさと納税寄附額の目標達成への

取組についてお答えいたします。 

 ふるさと納税寄附額の目標達成へ

の具体的な取組内容といたしまして

は、全国的に成果を上げている自治

体の取組事例等を参考に、ポータル

サイトに掲載されている返礼品の画

像や説明文の改善、サイト内の回遊

動線の見直し等を進めているほか、

これまで参画いただいている事業者

や参画していなかった事業者への訪



問活動を実施し、魅力ある返礼品の

発掘や開発に向け協議を行っており

ます。目に見える成果はまだ現れて

おりませんが、これらの取組を通じ

て寄附額の増加につなげたいと考え

ております。 

 また、今後の取組方針と課題につ

きましては、次年度以降の運営体制

について見直しを行い、年明けに

は、ふるさと納税に係る中間事業者

を公募選定し、効果的な提案をいた

だいた事業者と共に、課題である寄

附者に対する広報戦略の強化、魅力

ある返礼品の開発に積極的に取り組

んでまいりたいと考えております。 

 次に、ものづくりブランド事業に

おける目標額についてでございま

す。 

 ものづくりブランド事業における

受注の目標額を抑えている理由につ

きましては、認定されている製品の

多くは、その特性上、実際に成約に

つながるまでに時間を要しますこと

から、短期間での目標額は抑えて設

定を行ったものでございます。 

 次に、これまでのトップセールス

における手応えについてでございま

す。 

 ものづくりブランド事業では、こ

れまで以上に官民の協力体制の構築

や、出展企業の製品、技術などの売

り込みができ、また物産展では、大

阪のショッピングセンターで行われ

た迫力と誇りの太鼓台＆物産展にお

いて多くの方に御来場いただき、新

居浜太鼓祭りへの誘客促進や、本市

産品の周知につなげることができた

と考えております。 

 次に、営業本部の体制及び人材育

成についてでございます。 

 体制につきましては、現在も営業

本部の職員が展示会や物産展等に参

加しており、職員に任せられる体制

が整っております。しかし、トップ

が参加するからこそ得られる成果も

ありますことから、効果的な場面で

は市長の参加も必要であると考えて

おります。 

 また、人材育成につきましては、

営業本部の職員は市内企業への訪問

などで得た知見を基に様々な提案や

活発な議論を行い、これらを取り入

れて、営業成果につながるよう取り

組んでいるところでございます。今

後も引き続き、営業本部の活動が戦

略的な取組となるよう努めてまいり

ます。 

 次に、新居浜市の新技術や新製品

の開発支援についてでございます。 

 本市の支援策といたしましては、

公益財団法人えひめ東予産業創造セ

ンターに委託実施いたしております

新製品・新技術開発支援事業におき

まして、専門家や支援機関と連携し

ながら継続的な支援を行うほか、新

たに産業財産権を取得した際の補助

制度を設け、企業の製品開発を支援

いたしております。 

 今後の支援の強化につきまして

は、新たな開発に取り組む企業を掘

り起こし、国や県の補助制度の採択

に向けた支援を強化するなど、支援

機関と連携しながら、引き続き支援

を行ってまいります。 

 次に、営業本部の目標額の達成の

見通しと来年度に向けてのもくろみ

についてでございます。 

 目標額の主なものとして、ふるさ

と納税寄附額の７億円、ものづくり

ブランド受注額の４億5,300万円が

ございますが、ふるさと納税寄附額

は、令和７年11月末現在、２億

3,711万円と34％の達成率であり、

12月は一定増加すると考えられるも



のの、厳しい状況でございます。 

 また、ものづくりブランド事業に

おける受注額は、９月末で１億

9,980万円、44％の達成率であり、

さらなる取組の推進が必要であると

考えております。 

 来年度に向けてのもくろみにつき

ましては、12月のふるさと納税寄附

額や、ものづくりブランド事業の受

注状況等をヒアリングしながら、改

めて目標を定めてまいりたいと考え

ております。 

○議長（田窪秀道） 越智克範議

員。 

○１４番（越智克範）（登壇） 幾

つかあるんですが、まず最初に、最

後に言われた成果なんですが、各取

組を合わせた実績が令和６年度に約

８億8,000万円で、令和７年度目標

額が12億円で、令和７年度で目標額

が大体３億2,000万円増えているん

ですね。３億2,000万円を13名で営

業していて、費用対効果が非常に低

いと最初から思っているんですけど

も、今回、先ほどの報告では、その

目標額にもまだ未達だと。大きく離

れていると。 

 以前の答弁で、営業費用について

は費用対効果を意識して取り組むと

いうふうに答弁されています。費用

対効果も含めて、一体、営業費用と

いうのは幾らぐらいかかっていて、

それはどんなふうに評価されている

のか、ちょっとお伺いしたいんです

が、それがまず１点。 

 それと、新居浜ものづくりブラン

ドなんですけども、新居浜市では、

優れた製品とか技術に対して毎年ブ

ランド認定をやっています。今年度

は塩崎工業１社でした。平成25年度

から実施しているんですけども、第

１回は27社ということで毎年増えて

いるんですが、令和６年度、令和７

年度はもう１社になっています。減

少傾向にあるんですけれども、この

傾向についてはどうお考えですか。

これについて、さらに掘り起こさな

いと、本当に掘り起こさないと、も

のづくりブランドの新居浜というの

がなくなってしまうんじゃないかと

思います。 

 ３つ目は、さっきも言いました

が、トップが戦略分析とか経営計画

を明確にして組織の進むべき方向を

定めるというのが必要です。初日の

答弁で、市長が来期もセールスを貫

くというふうにされていたんですけ

ども、どういうふうにやられるの

か、目標や成果をどう考えているの

か、トップの考え方としてこれでず

っと行くのかどうか、その辺につい

てお伺いします。 

○議長（田窪秀道） 答弁を求めま

す。藤田経済部長。 

○経済部長（藤田清純）（登壇） 

越智議員さんの御質問にお答えいた

します。 

 まず、目標に対する成果について

でございますが、現状、数字的には

まだ足りてないような状況でござい

ます。この営業本部を立ち上げたの

は今年度当初でございまして、最初

にこの目標を立てるときに、やっぱ

りある程度達成が見込めるような数

字を出して、やるということもある

のではないかと、最初から失敗する

というのもちょっとあれなんで、少

し高めに設定をするということは、

会議の中でみんなで統一して決めた

ことでございます。そんな関係で、

ちょっと数字的に足りていないとこ

ろはあるとは認識しております。 

 この１年間やってきた中でいろい

ろ課題点だったりとか、何が足りな



いとか、うまいこといっているとこ

ろはどういうことをやっているのか

とか、そういった分析もさせていた

だきながら、来年度に向けて新しい

体制を取るということで、その改善

点には来年以降取り組んでいこうか

なというふうに考えております。 

 次に、ものづくりブランドの件で

ございますが、現在43企業57の製

品、技術が登録をされております。

この制度が始まったときは一気に登

録が進んでやってきましたが、今年

度については１件しかないというよ

うな状況であります。 

 こういったこともありますので、

今後につきましては、新居浜ものづ

くりブランドとしてふさわしい製

品、技術というのは、まだほかにも

眠っているというような気持ちもご

ざいますので、その辺りをもう少し

アプローチをかけて、裾野も広げな

がら、ブランドに登録できるような

取組もさせていただこうというふう

に考えております。 

 そういったことでブランド価値を

高めて、地域産業の魅力発信につな

げていきたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（田窪秀道） 古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） 越智

議員さんの御質問にお答えします。 

 トップの考え方ということについ

てではないかと思います。 

 質問でもありましたように、トッ

プがいつまでもセールスマンとして

働いていては組織成長にはつながり

ません。スタッフに任せる仕組みづ

くりをし、人材育成にシフトし、戦

略的な役割に集中すべきですという

ような御指摘もありました。まさに

そのとおりだろうと思います。私が

いつまでも現場で走り回ることも大

事ですけれども、やはりそれを支え

てくれる人材をいかに育成するかと

いうことに尽きるんだろうというふ

うに思っています。 

 今年度は助走期間ということで、

私自身もなるべく職員と一緒に現場

に赴いて、いろんなコミュニケーシ

ョンを取りながら、そして営業をど

ういう形でするかということを話し

て進めているのが現状であります。 

 専従が１名、そして、残り12名が

兼務をしている関係で、それぞれが

通常業務を担いながら、営業もして

いるということもありまして、なか

なか私とコミュニケーション、また

現場に赴く機会というのは限られて

くるんですけれども、その中で、今

後、私がいなくても、相手とどのよ

うな対応をするのか、またどのよう

な市内の産品であったり、技術であ

ったり、製品というものを掘り起こ

したり、ＰＲするのかというのを伝

えながらやっているような状況であ

ります。 

 ですので、来年度以降、私がいな

くても回るような組織にしていきた

いということで、これからも人材づ

くり、仕組みづくりというものも進

めていきたいというふうに思ってい

ます。 

○経済部長（藤田清純）（登壇） 

越智議員さんの御質問にお答えいた

します。 

 営業本部の費用対効果ということ

だったと思います。 

 現在、にいはま営業本部の予算と

いうのは、今年度については、特別

に予算は取っておりません。それは

先ほど市長のほうも言われました

が、それぞれの部局で横断的に自分

たちの予算を使いながら、現状動い

ているような状況でございます。観



光だったら観光のほうで、農業だっ

たら農業のほうでというようなやり

方をやっておりますので、今現状、

幾らお金をかけたかというところの

資料がありませんので、１年を通じ

て事業をやった中で、営業本部にこ

れだけのお金をかけてこれだけの成

果が上がったというようなものをま

とめて、それをまた報告できるよう

にしたいと思います。 

○議長（田窪秀道） 越智克範議

員。 

○１４番（越智克範）（登壇） 営

業は費用対効果が全てだというふう

に感じています。それを念頭にやっ

ぱり活動をすべきなんだと。この営

業本部の今年度の成果と来年度の活

躍について期待しますので、ひとつ

よろしくお願いします。 


